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インクルーシブ保育・特別支援教育の課題 
――障害観・発達観・能力観の問い直しによる可能性―― 

 
本 多 祐 子 

 
 
要旨 

本稿は，インクルーシブ保育・特別支援教育の課題や支配的価値の
問い直しによる可能性を明らかにすることを目的とした論考である。
日本では，「インクルーシブ」を目指しつつも，障害のある子どもの
「インテグレーション」が図られている現状にある。この課題に向き
合うため，本稿では，「障害」や支配的価値の問い直しと共に，共同
的な性質としての「能力」観，人と人とのつながり方を軸とする「発
達」観，「能力」「障害」などを個に帰責する権力性の自覚の必要性や，
保育者・教育者等からの「自分とは異なる存在との出会いに対する責
任」に基づく「エイジェンシー」の生起が子ども達にこれらを醸成す
る力につながる可能性などに言及した。 
 
キーワード：インクルーシブ保育，障害，支配的価値，能力の共同性，
共生 
 
Ⅰ．背景・目的 
障害者権利条約が国連にて 2006 年に採択後，日本では，学校教育

法が改正され（2006 年）特別支援教育の本格的実施が図られてきた。
障害者基本法の改正（2011 年），障害者総合支援法の成立（2012 年），
障害者差別解消法の成立および障害者雇用促進法の改正（2013 年），
障害者権利条約に批准（2014 年）後の 2016 年には障害者差別解消法
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も施行され（2021 年改正），各機関等によってこれらに基づく対応が
図られている。 

教育領域では，文部科学省（2012）「共生社会の形成に向けたイン
クルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」
において，共生社会の形成に向けて障害者権利条約に基づくインク
ルーシブ教育システムの理念が重要として，その構築のために特別支
援教育を着実に進めていく必要性が謳われた。そして，同じ場で共に
学ぶことの追求とともに，個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒の
自立と社会参加を見据えて，その時点で教育的ニーズに最も的確に応
える指導を提供できる多様で柔軟な仕組みや，義務教育段階における
連続性のある「多様な学びの場」の整備等が図られている。幼児教育
領域では，2017 年の学習指導要領改訂後も検討が重ねられ，2023 年
3 月には指導資料として，特別支援教育と幼児教育を別のものとした，
障害のある幼児などだけを対象とした特別な指導ではない，全ての幼
児に生きる力の基礎を培うものとしての考え方が示された（文部科学
省，2023）。こうした動きにあるが，筆者の実感としては，依然，障
害のある幼児児童生徒の教育を特別な指導と認識する関係者が多い
ように感じている。 

この背景には，障害のある子どもの就学猶予・免除や，障害種と程
度によって就学先が決められていた学校制度の歴史がある（栗田，
2015）。2007 年に特殊教育から特別支援教育に名前が変わっても，障
害のある児童生徒は特別な場で特別な処遇を受けることが望ましい
とされ，障害者権利条約の批准後も，別学体制を解体する動きはない
まま，特別支援教育をおおむね正当化されるかたちでの「日本型イン
クルーシブ教育」が指向されてきた（堀家，2018）。分離教育の歴史
を残した「日本型インクルーシブ教育」の義務教育段階のシステムは，
「多様な学びの場」を含む学校教育制度全般から排除しないことを前
提に通常学校・学級との分離は維持されており，幼児教育領域にも「幼
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稚園」と「特別支援学校幼稚部」が存在する。分離が前提にある日本
の現状の中で，より「同じ場で共に学ぶこと」を追求していくには，
現状の課題を認識すると共に，現状を正当化する支配的価値を問い直
す姿勢が求められよう。 

「分離」を前提としない「同じ場で共に学ぶこと」は，「多様な学
びの場」の選択肢の少ない幼児教育・保育領域から追求する必要性が
高いと思われる。すなわち，就学前の子ども達が「インクルーシブ」
な環境で生活することができれば，「同じ場で共に学ぶ」意義の認識
や，その後の「多様な学びの場」で学ぶ上での課題に向き合う力につ
ながると思われる。関わる関係者や保護者達にも同様のことがいえる
だろう。したがって，本稿では幼児教育・保育領域の「インクルーシ
ブ保育」「特別支援教育」に着眼したが，本稿で扱う課題は，保育学・
教育学・心理学・福祉学・医学等，単一学問領域のみでは考察困難な，
これらの通念に支配的な価値を問い直すものであり，本稿は，その一
助となることを目指している。 

国連（2022）は，障害者権利条約についての日本の取組状況を審査
し，2022 年 9 月に懸念事項や勧告等を公表した。その内容の一部は
次の通りである。「懸念」として，障害者資格・認定制度を含む，法
律，規制，実践にわたる障害の医学モデルの永続化，障害のある子ど
も達の分離された特別教育の存続，医療に基づく評価による障害のあ
る子ども達の通常教育環境へのアクセスし難さや，特別支援教育クラ
スの存在などを示している。さらに「勧告」として，障害者資格・認
定制度を含む 障害に関する医学モデルの要素を排除するために法律
および規則を見直すことや，分離された特別な教育をやめる目的で，
教育に関する国家政策，法律，行政上の取り決めの中で，インクルー
シブ教育を受ける権利の認識や十分な予算等で質の高いインクルー
シブ教育に関する国家行動計画を採択することなどを求めている。そ
の他，障害の人権モデルについての認識を高めることや，精神保健医
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療を一般医療から分離する制度を解体するために必要な立法措置お
よび政策措置を採用することなども求めている。 

この国連の指摘に応じていくには，公私の各立場にある日本人各々
の価値変容が必要で，これまで自明視してきたことを問い直す姿勢が
求められる。かつての筆者も「医学モデル」や「分離」教育に疑念す
ら抱かなかった立場にあったが，「障害の人権モデル（以下，日本の
文献上多い表現に順じ「社会モデル」と記す）」が腑に落ちて以降，
国連の指摘同様の課題意識を抱くようになった。そして筆者は，障害
のある子どもやその保護者，関連の専門職等の背後にある「（障害の）
医学（個人）モデル」の「障害」観によって，未来の共生社会を共創
する多様な子ども達同士が同じ場で学び合う機会を奪われてきた可
能性を感じてきた。 

乳幼児期のインクルーシブ保育や特別支援教育に関する研究は，筆
者が調べた限り，義務教育段階のものに比して少ない。乳幼児期の障
害のある子どもに関する研究としては，発達障害やその可能性のある
子どもやその保護者の支援に関する研究，視覚・言語・聴覚の障害や
肢体不自由など，心身機能の特性に応じた個別の療育・支援等に関す
る研究などの蓄積はあるが，「障害」そのものの捉え方や現行の仕組
みの前提を問うような研究はあまり見当たらない。したがって，本稿
では，「インクルーシブ保育」「幼児期の特別支援教育」に関する先行
研究の概観を通して課題を明らかにするとともに，インクルーシブ社
会の実現に向けて，支配的価値を問い直すことによる可能性を明らか
にすることを目的とした。 

 なお，「保育」と「教育」は目的が異なるが，本稿では，保育およ
び幼児教育の領域に共通する課題の検討を目的にしているため，引用
箇所の他はこれらの明確な区別はせず，インクルーシブな保育と幼児
教育をいずれも「インクルーシブ保育」と表記するとともに，「特別
な教育的ニーズ」のある幼児の支援・教育・保育の意においては，保
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育と教育の区別をしていない。また，「子供」「子ども」「障害」「障が
い」「しょうがい」などの表記についても多様な議論があるが，本稿
では，引用箇所の他は「子ども」「障害」と表記している。 
 
Ⅱ．障害児保育・特別支援教育・特別なニーズ教育・インクルー
シブ保育について 
「障害」の捉え方については後述するが，本章では，障害児保育，

特別支援教育，特別なニーズ教育，インクルーシブ保育等の歴史や理
念，日本の現状を捉えていく。 

まず，「障害児保育」は，基本的には，心身に障害のある子どもを
対象とした，一般の保育施設で受け入れて行う保育のことで，日本の
障害児保育は，障害児保育事業実施要領（1974 年）によって制度化さ
れ，分離保育から，通常保育の場に障害児を受け入れ共に保育する「統
合保育」，包括的な（インクルーシブ）保育へと転換が目指されてい
る。2003 年からは一般財源化し，全ての保育所で障害児を受け入れ
やすくするための補助がなされ，近年は通所事業の利用形態が多様化
し，保育所以外での障害児への保育事業が広がってきており，気にな
る子どもや海外にルーツのある子ども，医療的ケア児，障害の診断は
ないものの配慮を要する子どもも障害児保育の対象になっている。
「統合保育」の前提は「障害のある子ども」と「障害のない子ども」
として分けた捉え方であるが，「インクルーシブ保育」では，障害の
有無に関係なくいろいろな子どもがいることを前提とし，「すべての
子ども」が配慮の対象となるような，柔軟な保育を創造することが求
められている（勝浦，2021．上島，2021）。 

現在の特別支援学校幼稚部や児童発達センター等の障害児施設に
おける，障害児のみを対象とした保育形態である「分離保育」は，障
害特性や発達状況に応じたカリキュラム，少人数の保育体制，理学療
法士等による機能訓練が受けられることがメリットとされる。一方で，
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子どもにとって必要な支援は，場所を限定することなくどこでも提供
されるべきとの考え方の拡がりから，幼稚園や保育所においても障害
児に対する専門性が期待されており，障害児施設は地域での育ちを支
える後方支援としての役割が求められている（上島，2021）。また「療
育」は，元々は肢体不自由児に対する治療教育的概念で，脳性麻痺等
により身体に障害がある子どもたちが社会的に自立できるよう，学際
的な知見を統合したチームアプローチが行われていた。その後，「注
意深く特別に設定された特殊な子育て」として，肢体不自由に限らな
い障害児への医療・教育・福祉にまたがるケア全体をさす概念と発展
し，現在ではほぼ同義で発達支援という言葉も用いられている（熊田，
2021）。 

「特別支援教育」は，教育基本法改正（2006 年）において「国及び
地方公共団体は，障害のある者が，その障害の状態に応じ，十分な教
育を受けられるよう，教育上必要な支援を講じなければならない（第
4 条第 2 項）」との規定が新設され，学校教育法改正（2007 年）で，
障害のある子供の教育を特別な場で行う「特殊教育」からの発展的な
転換が図られたもので，「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加
に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒一
人一人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や学習上
の困難を改善又は克服するため，適切な指導及び必要な支援を行うも
の（文部科学省，2012）」である。「特別支援教育」では，子供の障害
の状態等の変化に伴う子供一人一人の教育的ニーズの変化の把握や
継続的かつ適切な対応のため，個別の教育支援計画や個別の指導計画
の P-D-C-A サイクルの充実が求められている（文部科学省，2021）。
すなわち「特別支援教育」は，理念としては分離教育からの転換が図
られていたが，その内容は，子どもの自立や社会参加に向けた生活や
学習上の「困難を改善又は克服」するための「教育的ニーズ」に応じ
た「適切な指導」および「必要な支援」として把握されてきた。 
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しかし，21 世紀の日本の障害児教育にも影響を与えた 1994 年サラ
マンカ声明の「万人のための教育」に基づく「特別なニーズ教育
（Special Needs Education：SNE）」は，障害者だけでなくすべての人
達へのものとして宣言されたもので，ここでの「特別な教育的ニーズ」
の概念は，支援を必要とする，困難さをもつ，すべての子供たちを対
象とした教育のことで，日本の特別支援教育のような障害児に限定的
な解釈ではない。2005 年ユネスコは，グローバル化の中で多様な子
ども達が参加していくための「特別なニーズ教育」は，社会的排除さ
れている人々の自己選択，自己決定といった権利を保障すること，「メ
インストリーミング（米国に登場し英国にも取り入られた，障害のあ
る子ども達が「より制限のない環境」によって適切な範囲で，一般教
育の子ども達と一緒に学ぶことを前提に，障害のある子ども達を一般
教育に統合する考え方）」の考え方を見直し，統合からインクルージョ
ンに変えていくこと，合理的配慮の解釈にある包摂しようとする社会
の義務を，社会的公正の考え方のもと理解していく必要があることを
示している。この見直しが求められている「メインストリーミング」
の考え方は，障害の重い子ども達にとっては利用できないとの批判や，
子ども達の自主性や自立を支えられていないという課題が指摘され
ている（荒巻，2019）。 

「インクルーシブ」は，1980 年頃からアメリカなどで用いられる
ようになった「インクルージョン（inclusion：包含）」の形容詞系で，
1994 年のサラマンカ声明によって市民権を得た用語である。すべて
の多種多様な人々が，障害，国籍，人種，文化，性別や性的指向，信
仰などによって不利益を被ることなく，互いを尊重しあいながら能力
を十分に発揮しその人らしい生き方を保障する環境のことで，社会か
ら排除される人々を受け入れ尊厳が守られる社会を目指す社会的包
括（ソーシャルインクルージョン）の概念から教育や保育にも波及し
たとされる。人は違いによって区別されるのではなく，どのような子
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どもも「一人ひとり違って当たり前」との前提に立ち，必要な支援を
保障していこうとするのがインクルージョンの考え方である。インク
ルーシブ保育の現場では，多数派と少数派という概念や枠組みで捉え
るのではなく，すべての子どもがそれぞれに合った適切な支援を受け，
周囲とつながりをもちながら共に成長していく取り組みを示し，特に
障害のある子どもが他の子どもと差別されることなく同じ場所と時
間を共有しながら互いに育ち合う環境を示すことが多いとされる。一
方，「インテグレーション（integration：統合化）」は，ノーマライゼー
ションの考え方を受けて生まれてきた，分離教育（分離保育）と相対
する考え方であり，社会から分離（セグリゲーション）されてきた障
害児を，障害のない子どもと一緒に教育・保育しようとするもので，
メインストリーミング（主流化）とも呼ばれる（林，2021．三木，2022）。 

 以上の通り，理念としては「インクルーシブ」を目指している日本
の保育・幼児教育であるが，分離保育・教育を存続しながら，「特別
なニーズ教育」の必要性を障害のある子どもに限定的に捉えた，「イ
ンテグレーション」が図られている現状にある。 
 
Ⅲ．インクルーシブ保育に関する研究動向と課題 
 本章では，インクルーシブ保育の研究動向から，その本質や課題を
捉えていく。 

 田中（2018）は，障害児保育と特別支援教育の関係性を歴史的に整
理し，その萌芽期から，障害児保育と特殊教育の発展期の関係性の任
意期を経て，特別支援教育の発足と展開によって関係性の構造化が図
られた経緯を示し，今日，特別支援教育制度に基づく障害児の就学支
援政策は，就学前の発達支援の取り組みと学校との一貫した総合的な
連携・協働を築きつつあるとしている。島澤（2021）は，障害児保育
および特別支援教育に関する先行研究の動向を，「障害児の保育」「発
達の理解」「障害児保育の課題」の項目にて整理している。そして島
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澤は，障害児の保育や特別支援教育においては，保育者が障害児の特
性や行動，対応について理解し適切な知識と技術をもって保育するこ
とが必要として，こうした関わりが子どもの活動への積極的な参加や，
保育者の理解や考え方の転換といった成長につながることを考察し
ている。 

園山・藤原（2017）は，幼児期のインクルーシブ教育・保育に関し
て，「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定こども園
教育・保育要領」における記載事項の変遷から，新しい各年版で障害
に関連する記載が少しずつ増し，特別支援教育に関する新しい体制が
幼児期の教育・保育に取り入れられてきた経緯を示している。このよ
うに，「障害児保育」「特別支援教育」「インクルーシブ保育」は，こ
れらの関連性が検討されつつも，すべての子どもの共生を図る「イン
クルーシブ」の理念の追求よりは，障害のある子への適切な保育・教
育の実践や研究が重視されてきたものと思われる。 

高橋（2019）は，研究時点における CiNii に登録されている「イン
クルーシブ保育」を冠する論文の内，学会や協会，研究所・研究セン
ター（大学附属は除く）が発行する学術誌に掲載されている論文 11

件について，次の 3 つの視点でまとめている。第一にインクルーシブ
保育を実践する上での保育者の専門性に焦点を当てたもの，第二にイ
ンクルーシブ保育の制度的考察を行ったもの，第三にインクルーシブ
保育実践に関わるものである。そして高橋は，インクルーシブ保育に
関する課題を次の 3 点にまとめている。第一は，インクルーシブ保育
とは何か，インクルーシブ保育の必要性といった根源的な問いがほと
んど検討されていないことである。そして，インクルーシブ保育の目
的は，多様な個人がいることを前提にすべての子どもにとって充実し
た保育を提供することであるが，統合保育と同様のものと捉えられて
いる可能性，インクルーシブ保育は従来の保育を問い直す契機を含む
営みである中で，「障害児」のみにフォーカスしてインクルーシブ保
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育を検討することの危うさを指摘している。第二は，科学的なアセス
メントの強調により客観的な基準で測定しやすい子どもばかりに目
が向いてしまうことになりかねず，固定した見方で子どもを見ようと
しない保育者としての心構えをもつことの必要性である。第三は，イ
ンクルーシブ保育実践は多様な個人が前提となっているからこそ，定
式化された方法は通用しないと考えるのが妥当との視点である。そし
て高橋は，インクルーシブ保育を実現する際のヒントは，インクルー
シブ保育は困難と捉え過ぎないことや，子どもを変えるのではなく周
囲が変わること，どのようにしたら眼の前にいるすべての子どもが安
心して過ごせるのか，そのために周囲はどのような必要なのかを子ど
もに関わるすべての大人が考えることが第一歩なのだろうとしてい
る。 

 この高橋の指摘からは，「インクルーシブ保育」を考えることは，
保育そのものや保育者の専門性を問い直す契機となり，多様な個人を
前提に，すべての子どもとかかわるもの，固定した見方で子どもを見
ようとしない，定式化した方法は通用しないとした心構えが求められ
ることが捉えられる。そのためには，高橋も述べるインクルーシブ保
育そのものの根源的な問い，意義，背後の価値などの問い直しなどが
求められよう。したがって，次に，高橋も挙げている，インクルーシ
ブ保育の意義と実践上の課題を述べた堀（2017）の整理をみていく。 

 堀（2017）は，障害者問題の歴史的経緯を，ノーマライゼーション
からインクルージョンへの動き，サラマンカ宣言とインクルーシブ教
育の理念などから整理した上で，障害者権利条約で重視される，当事
者主体の視点，障害者観の転換，医学モデルから社会モデルへの転換，
CBR（Community based Rehabilitation）の観点などを述べている。そし
て，インクルーシブ保育の意義を，子どもを保育の主体とみること・
子どものニーズを尊重すること・多様性を尊重すること・インクルー
ジョンにつながる社会環境を創り出すこととしてまとめ，実践事例を
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紹介している。 

 インクルーシブ保育の理念は，浜谷（2018a，2023），伊丹（2022），
鬼頭（2017）などが，サラマンカ宣言や，統合保育（インテグレーショ
ン）との違いなどの視点などから整理している。これらに共通するの
は，統合保育のように，同質性を前提に，少数派の子どもが，多数の
子どもと同じ場所で共に過ごしたり活動に参加したり，みんなと同じ
ようにできるようにするのではなく，多様性を前提に，すべての子ど
も達が共に，子ども同士が育ち合える保育をつくっていくプロセスで
あるとした視点である。すなわち，インクルーシブ保育は，適応・同
化主義的な保育ではなく，一人ひとりが違うことを前提に，すべての，
一人ひとりかけがえのない，特別であり異なる子ども達が，対等な関
係で平等に活動に参加する保育をつくろうとするものであって，一緒
の場にいる（統合されている）けれども一人ひとりの違いや権利・尊
厳が大切にされない状態ではない（浜谷，2023）。 

 しかし，久保山（2023）は，近年の学会発表等において使われてい
る「インクルーシブ保育」の大半は，従来の「障害児保育」や「統合
保育」と同様の意味で使われているとし，障害のある子どもがどのよ
うに変容し多数派である集団に入っていけるようになったかについ
て検討するだけでは，「障害児保育」や「統合保育」の発想や実践と
変わらないと指摘している。そして，障害のある子のまわりにいる障
害のない子どもたちにとっての意義も確認し，共通理解をつくること
が必要で，それは保育者のあり様や保育の見直すことになり，保育者
だけでなく，保育の研究者が保育の質を，特別支援教育の研究者は保
育の現場になじむ特別支援教育の在り方を探求し，保育学と特別支援
教育の融合を目指す必要があるとしている。また久保山は，いま保育
者の目の前にいる子どもたちが，「予測困難な時代」といわれる今後
の社会を生き抜く力は，多様性を理解し尊重する経験から培われてい
くため，いま，子ども達が多様な子どもと接して共に生きていく経験
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が必要であるとしている。その上で久保山は，共生社会を生きるには，
同じであることばかりではなく，違いを前提にした価値観を持ってい
ることが必要で，共生社会の担い手を育む保育がインクルーシブな保
育といえるとしている。 

 一方，筑波・七木田（2018）は，特別支援教育が目途とするインク
ルーシブ教育の対象とする子どもは全ての子どもであるが，よく議論
に上がるのは障害を持った子どもに対しての支援についてであり，そ
の時に考えられる立場が，療育的立場（医学的アプローチ）と教育的
立場（教育的アプローチ）であり，両立場について度々検討されてき
たとしている。そして先行研究を引き，子どもの不適切とされる行動
が，日本において 1990 年代後半から「発達障害」という医療的カテ
ゴリーで説明され始め，発達障害者支援法が可決され（2004 年），こ
の概念が保育現場に入ることで，子ども達をその特性で見ようとする
捉え方が取り入れ始めたことを述べている。そして特別支援教育が共
生社会の形成のための方策であるにも関わらず，その子どもの個性に
よって本来の自分とは異なった「病人役割」をおわされるのは，元々
の意義と反対の方向性をもってしまったと指摘できるとしている。 

さらに筑波・七木田は，先行研究を引きながら，障害特性により，
障害理解と関連させて支援していくことの有用性は論じられてきた
が，障害特性による理解は，子どもの発達における特異性を十分に扱
えない問題性が指摘されていることを述べている。その上で，障害特
性の分析に基づいた集団における個別の支援は保育者と障害者の二
項関係を生み，結果的に集団からの排除を助長する可能性があること
を課題視し，障害特性だけに注視しての支援ではなく，その障害を生
起させている他の機能やその時間的な背後にも働きかけながら，人と
しての発達全体を支援する視点を持つ必要性を述べている。そして筑
波・七木田は，共生社会の形成とは，障害者・健常者を分ける，分け
ないということが要点ではなく，一人ひとりがその違いを受け止めて



中部大学教職課程年報 第 11 号 

- 93 - 
 

自由な相互関係を作っていくことが重要として，すべての子ども同士
が自ら選択した「遊び」を通して自由な相互関係を形成していく過程
について，子ども・管理者・保育者・保護者・関係機関を結び付けて
いきながら研究される必要性を考察している。 

 インクルーシブ保育における子ども同士の関わり合いを促す視点
として，小柳津・野々村（2022）は，重症心身障害児を含む集団にお
ける保育場面の分析を通して，その保育の専門性を 8 項目の説明概念
と 4 種類の創造力という構成概念が存在する可能性を考察している。
その説明概念は，①保育展開を予見・予想できる力，②確かな子ども
の見立てから保育展開を創造する力，③即効的・即時的に必要な保育・
手立てを創造できる力，④即時的に子どもの自己調整力を補助する力，
⑤子どもの意思を確認・理解・尊重し，子ども同士の生活の中で関わ
り合いに結び付ける力，⑥喜びの共有・共感を事実として言語化し，
次に期待する関わり合い場面を創造できる力，⑦子どもを信頼し，子
どもだけの空間（世界）を創り出せる力，⑧期待する姿を明確に言語
化し，未来につながる関わり合いの芽生えを創造する力，の 8 つであ
り，構成概念は，①予見的想像力，②即時的想像力，③共感的想像力，
④未来的想像力，の 4 つとしている。 

浜谷（2018b）も，インクルーシブ保育の実践例を通して，保育者
が最初から明確な実践の見通しをもっていたわけではなく，臨機応変
に実践を作ったのが共通した特徴であるとし，見通しが不確実な中で
保育実践を創造することの重要性を述べている。それは，「正しく」
「専門的に」ではなく「楽しく」保育しようとする展開，障害児の一
般的特徴に関する「専門家」が知っている「正解」に従い保育してい
こうとするものではない，保育者と子どもとの対話から生まれるその
子の像をもとに創られる保育実践などの例からである。また，何か問
題が生じたときに，責任問題を考える志向が強いときには排除が生じ
やすい力学が働くが，免責することでインクルーシブな状況が生まれ
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ること，「想定外」が楽しいドラマを生み出しインクルーシブな状況
が生まれることなどを述べている。 

以上から，インクルーシブ保育の理念は，障害のある子どもの多数
派への統合を図る適応・同化主義的な保育・教育ではなく，多様性を
前提に，共生社会の担い手となるすべての子ども達が共に，子ども同
士が育ち合える保育を創っていくプロセスにあるといえる。これは，
一人ひとりが特別であり異なる子ども達が，対等な関係で平等に活動
に参加する，一人ひとりの違いや権利・尊厳の尊重を図るものである。
その実践には，定式化した方法はないことを前提に，見通しが不確実
な中で保育実践を創造することが求められる。こうした創造的なイン
クルーシブ保育を実践していくためには，保育者・教育者の中に，「障
害児保育」「統合教育」とは異なる「インクル―シブ保育」の理念が
内在化され，「想定外」のドラマを子ども達と共に創造するプロセス
としての保育・教育に臨む姿勢が求められよう。そのためには，まず
は，「障害児」にフォーカスした，障害特性からのアセスメントに基
づく子ども理解や，同質性への適応支援が，子どもの見方を固定化し
たり，子どもたち同士が違いを前提とした相互関係を築く機会を奪っ
たりしている可能性に自覚的になる必要がある。それは，「保育」「教
育」の前提にしがちな，同質性を善とする「発達」観，個に備わると
捉えがちな「障害」観，「能力」観など，自明視してきた価値を，共
生に向けて問い直す作業となるだろう。 
 
Ⅳ．「障害」について 
「日本型インクルーシブ教育」は，メインストリーミングの考え方

に依る，生活や学習上の困難さを改善又は克服することを目的にした
「特別な教育的ニーズ」の把握に基づく指導・支援であり，障害者権
利条約が目指す，人権及び基本的自由の平等な享有や固有の尊厳の尊
重の促進とは目的が異なる。国連による日本への指摘では「社会（人



中部大学教職課程年報 第 11 号 

- 95 - 
 

権）モデル」の認識を高めることが求められているが，「障害」は，
社会（人権）モデル，医学（個人）モデル，実存的次元や文化的次元，
その基準を社会的構成物と捉えるか等によって異なる，時間軸でも変
化する発展的な概念である。その中で本章では，「医学モデル」と「社
会モデル」の統合ともされる ICF と，社会モデルの考え方を概観し，
日本の現状や課題を捉えておく。 

WHO（世界保健機関）は，専門家間の共通言語として「ICF（国際
生活機能分類）」を示した。これは，2001 年に WHO が健康状況と関
連状況を記述する統一的で標準的な言語と概念的枠組を示した「健康
の構成要素」の分類で，「疾病の結果（帰結）」の分類であった国際障
害分類 ICDIH からの改訂版であり（障害者福祉研究会，2002），特別
支援学校教育要領・学習指導要領解説 自立活動編の「障害の捉え方
と自立活動」の項においても ICF の障害観が挙げられている（文部科
学省，2018）。ICF は，「生きること」のプラス面と要素間の相互作用
が重視され，「障害：disability」は生活機能（心身機能・活動・参加）
の否定的側面，すなわち「機能障害（構造障害を含む，以下同じ）：
impairment」「活動制限：activity limitations」「参加制約：participation 

restrictions」の包括用語とされる。ICF における「障害」は，人と物的・
社会的環境との相互関係の結果生じる多次元の現象で，健康状況や機
能障害の結果であると同程度に環境上の阻害因子の結果として生じ
るとの考えに基づき，疾病については中立的な立場をとり，権利擁護
と社会変化への貢献が図られる。また個人は単に機能障害，活動制限，
参加制約だけに還元されたり特徴づけられたりしてはならないこと
が強調されている（障害者福祉研究会，2002）。 

一方，障害者権利条約は，障害者を治療や保護の「客体」ではなく
人権の「主体」として捉える障害者観に基づかれており，ICF とは目
的も「障害」観も異なる（川島・東，2012）。しかし，ICF は，条約が
目的とする障害者の平等な社会参加の実現に向けて，多様な視点と中
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立性の両者を提供しているともされる。障害者権利条約での障害者は，
専門家の「支援の対象」「保護される人」等ではなく，障害のある人
が，基本的人権を享有する主体的な存在として，障害のない人と同等
にあらゆる場面に参加する権利（権利において「平等」）があるとの
考え方が根幹にある。したがって，「社会モデル」では，「障害のある
人のことを考慮せずに形成され営まれている社会システム全体が「障
害（社会的不利）」を作っている」，「多数派に便利なように作られた
社会に障害（社会的障壁）がある」と考えられ，社会全体の共同責任
が認識される。なお「社会的障壁」とは，「障害がある者にとって日
常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物，
制度，慣行，観念その他一切のものをいう（障害者基本法・障害者差
別解消法）」と定義されており，「合理的配慮」は，「社会的障壁」を
「除去」する手段としての「変更・調整」であって，「支援の対象」
とされる少数派の多数派へ適応支援ではない。 

日本では，2011 年の障害者基本法の改正において，ICF の障害観や
障害者権利条約の考え方が考慮された障害者の定義に改訂された。発
達障害者支援法改正（2016 年）時には「発達障害者」の定義に「社会
的障壁」が追加され，障害者差別解消法施行（2016 年）等，「社会モ
デル」の普及が徐々に図られた。しかし，諸制度活用の根拠の多くに
診断書が活用され，疾患や機能障害の種類や程度でサービスが決めら
れたり，発達障害者支援において認知機能評価が重視されたりする現
状から「医学モデル」に基づく「障害」観が依然として支配的と捉え
られる。筆者の実感としても，「合理的配慮」が適応支援目的として，
権利擁護の力が援助希求等として誤認されている傾向を感じている。 

ICF は機能障害の帰結としない「障害」観，障害者権利条約は権利
主体の平等と参加保障に向けた「障害」観に立脚しているが，機能障
害ゆえの保護の客体として「障害」が把握されがちな現状にある。合
理的配慮の法制化以降，「障害者」を同定し専門家による機能障害の
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アセスメントを経て必要な配慮が決定される組織的取組が，障害問題
を再び機能障害へシフトさせる逆機能も課題視されている（星加 , 

2018）。野崎（2011）は，障害をもつ人が「医療，福祉，看護，そして
特別な教育が必要な人」として，専門家らの支援の対象とされる中で，
その人たちは限られた条件の中で生活せざるを得ず，社会から差別的
な視線を受ける現実，「援助」の名のもとに人権侵害が正当化される
可能性，また「障害者すなわち障害者福祉の対象」という枠組みから
の脱却を目指す必要性を指摘している。すなわち，幼少時からの「医
療，福祉，看護，特別な教育が必要な人」への必要な「援助」は，社
会の差別的な視線を助長し，人権侵害を正当化し得るということを，
関連の専門家等や保護者等が認識し，これが最小限となる方策を検討
していく必要がある。障害者権利条約の前文には「障害が発展する概
念であることを認め」とあり，ICF で捉えても「障害」は要素間の相
互作用で変化する概念であるといえる。 

しかし，「日本型インクルーシブ教育」が正当化されてきた歴史を
踏まえても，教育者・専門職者等が自明視してきた障害の「医学モデ
ル」からの脱構築や真の「社会モデル」の理解は安易ではない。佐藤
（2023）は，障害の社会モデルというタームは，福祉行政の担当者や
障害をもつ当事者，支援機関の関係者など，障害者に関わる人々の中
の，そのまたごく限られた範囲において，（時に曲解や誤解を含みな
がら，曖昧かつ恣意的に）理解されただけのように思われるとしてい
る。堀（2018）は，「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）」の中で，就学先決
定にあたって踏まえるべき点に「障害の状態，本人の教育的ニーズ」
が置かれ「教育学，医学，心理学等専門的見地からの意見」が列挙さ
れているとして，次の指摘をしている。それは，能力主義と専門家主
導の医学モデルが強化されたもので，現行のシステムは「可能な限り
普通学級での教育を保障する」という共生原理が欠落していること，
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障害と「特別な教育的ニーズ」を基準に階層化された分離教育システ
ムであることの指摘である。この「障害」観は，「機能障害」を「障
害」とする「医学モデル」にあり，その前提には個人還元的な「能力」
観があると捉えられる。 

なお，川島（2013）は，英国社会モデルでの「障害：disability」で
は社会障壁と障壁を原因に生じた不利を意味し，米国社会モデルでは
impairment（機能障害）と社会障壁との相互作用で生まれる不利を「障
害」とするとした上で，いずれも生物医学的次元ではなく社会政治的
次元に関する問題が重視され，障害者差別解消法の「障害の定義」の
文脈で社会モデルの視点を生かすならば impairment が社会的構成物
であるとの理解を前提に，当事者の不利：disability をいかに削減でき
るかとの観点から「障害：impairment」を法的に定義する方途が探ら
れるべきとしている。星加（2007）は，disability 現象の多様な現れ方
と生成のされ方に焦点を示し，非制度的位相における disability の生
成/解消プロセスや，それに関与する impairment の社会的意味付けと
いう論点を重視することが求められること等に言及している。すなわ
ち，「日本型インクルーシブ教育」の正当化の根拠として社会的に構
成される「障害」を，impairment を規定する社会政治的な課題を含め
て問い直す必要性が捉えられる。 

以上の通り，日本では，障害の「社会モデル」や ICF の周知が図ら
れているが，その目的の理解が曖昧なまま，依然「医学モデル」が支
配的な現状にある。その前提は「個」の客体化にあると思われるが，
社会障壁との相互作用での不利も，環境との相互作用で生起する「能
力」も，他者の関係性の中での「発達」も，個に帰責し得えない。多
数派への「適応」を考えるその背景には，同質性を善とする支配的価
値があると思われるが，インクルーシブ社会の実現には，異質性を前
提に共生できる力が不可欠となる。この力を培う保育・教育には，共
同的な性質としての「能力」観が求められよう。 
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Ⅴ．「発達」観・「能力」観の問い直しの意義 
野崎（2015）は，日本の障害児教育には，発達を保障するための適

切な環境を権利として要求する「発達保障論」と，障害児と健常児が
ともに生活し育ち合い，学び合おうとする「共生教育」の 2 つの思想
があるとしている。そして野崎は，生は「根源的に他者とは異なる存
在」として，「発達」観の転換に基づく教育の意義に言及している。
それは，子どもの身体的・知的・精神的な機能を望ましい方向へ導こ
うとする従来の発達観から，「自分と異なる存在と出会い，あるいは
出会い損ねながら，世界を感受していくそのプロセス」を支えていく，
この社会における「人と人とのつながり方を軸とする発達」観への転
換を通した，「自分とは異なる存在との出会いに対する責任」に基づ
く「主体」形成の教育である。 

野口（2020）は，フル・インクルーシブ教育（「日本型インクルー
シブ教育」に対し，特別支援教育を通常学校で包摂する教育）の実現
困難性を先行研究から整理し，その克服に向けて，大阪市立大空小学
校の実践の分析を通した提言をしている。紙幅の制約上，その説明は
割愛するが，それは，「発達保障論」と医学モデルを根拠にした分離
教育の存在の支配的認識である，障害を医学的・心理学的な克服の対
象として捉える理論に対抗する概念の必要性から，「エイジェンシー」
機能の生起による通常学校改革を通した「ケイパビリティ」の達成が
考察されたものである。 

また，分離教育の歴史の背後には優生思想があるが，田中（2017）
は，優生思想のみを批判すればそれでよいというものではなく，なぜ，
弱い立場の人が実質的に排除され，強い立場の人が利益を得るのか，
その理由等を考えるべきとし，弱い者の排除か，みんなの協働か，有
能の独善か全員の連帯かといった二項対立から，公共倫理に向かう必
要性を述べている。日本の歴史に流れてきた「優生思想」や「発達保
障論」の前提にある「発達」観から「共生」に向けた公共倫理に向か



インクルーシブ保育・特別支援教育の課題 

- 100 - 
 

うには，「自分とは異なる存在との出会いに対する責任」に基づく「主
体」形成，「エイジェンシー」を生起する教育・保育が必要で，その
ためには，次の「能力の共同性」概念の理解が不可欠であろう。 

 吉崎（2014：42）は，ほかならぬ自分（だけ）のものと思っている
能力も，じつは「他人に追っている部分」があり「他者に依存してい
る」ということで，「能力は自分一人で身に着くものではない」こと，
能力の公私も共同的なものであるとしている。竹内（1993：152-163）
は，諸個人の自己の「能力」と観念されているものは，実は社会的諸
関係（他者との関係から始まる）がつくりだす，諸個人の人間存在そ
のものから分離したものとして「能力の共同性」概念を述べている。
竹内は，社会的諸関係として存在している能力には一定の共同性が現
れており，自分個人の業績と思い混んでいることも，じつは多年にわ
たって当人の「能力」を育んできた教育的環境や仲間，「生をも支配
する権力」までもが諸個人の「能力」を規定することを指摘している。
そして，相互依存性に規定された社会的諸関係において，諸個人の能
力自体は共同的なもの・共同性の体現者として立ち現れているのであ
り，人間の諸活動すべてにまで共同性としての能力把握が進化拡大さ
れるなら，いっさいの「弱者」排除を破棄しうる共同性が展望されう
るとしている。竹内は，この「能力の共同性」がきちんと把握されれ
ば，相互関係自体であり共同的なものである能力を，「弱者」という
個人に還元することは原理的に不可能となり，「弱者」排除の根拠に
「能力」にかかわるいっさいをもち出せなくなるとして，能力主義や
優生思想を乗り越える原理になることを述べている。 

 以上から，インクルーシブ社会の実現に向けては，異質性を前提に
共生できる力が不可欠で，この力を培う保育・教育には，共同的な性
質としての「能力」観，人と人とのつながり方を軸とする「発達」観，
「能力」「障害」などを個に帰責することの権力性の自覚などが求め
られよう。こうして，「自分とは異なる存在との出会いに対する責任」
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に基づく「エイジェンシー」が，保育者・教育者等から生起されるこ
とが，子ども達にこれらを醸成する力につながる可能性がある。 
 
Ⅵ．むすびにかえて：まとめと課題 
本稿では，インクルーシブ保育・幼児期の特別支援教育に関する先

行研究の概観を通して，現状を支配的価値の次元から問い直し，イン
クルーシブ社会の共創に向けた課題や可能性を明らかにすることを
目的とした。就学前の子ども達が「インクルーシブ」な環境で生活す
ることができれば，「同じ場で共に学ぶ」意義の認識や，その後の「多
様な学びの場」で学ぶ上での課題に向き合う力につながり得るし，関
わる関係者にも同様の可能性が期待できるからである。現在の日本で
は，「インクルーシブ保育」「障害児保育」「特別支援教育」等の用語
が混在する中で，理念としては「インクルーシブ」を目指しつつも，
現状は，分離保育・教育を存続しながら，「特別なニーズ教育」の必
要性を障害のある子どもに限定的に捉えた，「インテグレーション」
が図られている状況にある。この課題に向き合うには，現状の支配的
価値を問い直す必要がある。 

 インクルーシブ保育の理念は，障害のある子どもの多数派への統合
を図る適応・同化主義的な保育・教育ではなく，多様性を前提に，共
生社会の担い手となるすべての子ども達が共に，子ども同士が育ち合
える保育を創っていくプロセスにあり，一人ひとりが対等な関係で平
等に活動に参加する，一人ひとりの違いや権利・尊厳の尊重を図るも
のである。先行研究からは，その実践には，定式化した方法はないこ
とを前提に，見通しが不確実な中で保育実践を創造することが求めら
れることが明らかとされた。多様性を前提に，見通しが不確実な中で，
すべての子ども達同士が育ち合える保育実践を創造するプロセスと
しての保育の認識が必要である。こうした創造的なインクルーシブ保
育の実現には，「障害児」にフォーカスした，障害特性からのアセス
メントに基づく子ども理解や，同質性への適応支援が，子どもたちが
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違いを前提とした相互関係を築く機会を奪っている可能性に自覚的
になることが必要である。そしてそれは，同質性を善とする「発達」
観，個の中にあると捉えがちな「障害」観，「能力」観など，自明視
してきた価値を，共生に向けて問い直す作業となる。 

 日本では，障害の「社会モデル」や ICF の目的の理解が曖昧なまま，
依然「医学モデル」が支配的な現状にある。その前提は「個」の客体
化にあるが，社会障壁との相互作用での不利も，環境との相互作用で
生起する「能力」も，他者の関係性の中での「発達」も，個に帰責し
得えない。インクルーシブ社会の実現には，異質性を前提に共生でき
る力が不可欠で，この力を培う保育・教育が求められる。本稿では，
現状の支配的価値を問い直す必要性を述べた上で，共同的な性質とし
ての「能力」観，人と人とのつながり方を軸とする「発達」観，「能
力」「障害」などを個に帰責することの権力性の自覚などによって，
保育者・教育者等から「自分とは異なる存在との出会いに対する責任」
に基づく「エイジェンシー」が生起されることが，子ども達にこれら
を醸成する力につながる可能性があることに言及した。 

 本稿は，価値の次元の問い直しを図るものであり，抽象論の域を超
えることができていない。また，紙幅の制約上，「医学モデル」や「発
達保障論」の立場からの，「社会モデル」への批判論を述べることは
できていない。しかし，筆者自身も，異なる価値の対立を越えて，両
者の共通善が追求できる社会になることを願っている。こうした立場
から，「障害」にまつわる課題は，共生社会の共創に向けた対話を拓
くものと確信しており，本稿がその一助となれば幸いである。 
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